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１　調査の背景
(1)これまでの高知県の中山間対策の取り組み
本県では、昭和52年度に農山村地域の振興を目的として設置した「高知県山村農林業振興対策本部」を発展的に改組し、平成7年に「高知県中山間総合対策本部」（以下｢中山間総合対策本部｣）を創設し、本格的に中山間対策をスタートさせた。
平成13年度には、厳しさが増す中山間地域が直面する課題の解決に向けて、中山間地域に関連する施策を全庁が一丸となって横断的に推進するため、「中山間総合対策本部」の機能を強化し、庁内の関係部局が参画する連携組織とした。
また、平成15年度に「地域支援企画員制度」を創設し、県職員を県内市町村に駐在させ、中山間地域においても住民主体による支え合いの仕組みづくりや地域の活性化に向けた取り組みを支援するとともに、地域のニーズや課題に応じたきめ細やかな施策を展開してきた。
さらに、平成19年度には、「生活を守る」と「産業をつくる」を政策の大きな柱に据え、「だれもが一定の収入を得ながら、安心して暮らしていける仕組みづくり」を目指して、飲料水をはじめとする生活用水確保の補助事業の創設をはじめ、高齢者等の生活物資の確保に向けた移動販売の仕組みづくりや、小規模多機能施設「あったふれあいセンター」の整備、あるいは、直販所等の拠点施設を核とした多角経営の仕組みである「拠点ビジネス」の推進など、全国に先駆けて高知県独自の中山間対策を展開してきた。
(2)中山間地域を取り巻く現状
こうした対策に取り組んできたにも関わらず、若者層の流出には一向に歯止めがかからず、特に中山間地域の人口減少や高齢化は進行している。
平成22年度の国勢調査では、本県の人口は、平成17年の前回調査に比べて4％減少（31,836人減）し、全国でみると秋田県、青森県に次ぎ、3番目に高い減少率となっている。
（参照：表1【全国の人口減少率（対前回比較）（減少率の高い順）】）
また、高齢化についても、前回調査から2.8ポイント増の28.8％に上昇し、秋田県、島根県に次ぎ3番目に高い高齢化率となっている。
（参照：表2【全国の高齢化率（高齢化率の高い順）】）
このような人口減少や高齢化は、本県の中でも、特に山間部をはじめとする郡部でその傾向が顕著となっており、人口減少では、前回と比べ減少率が10％を超える市町村が8市町村もあり、また、高齢化率では、郡部が市部に比べて、10％程度、高くなっている。
（参照：表3【市町村別の人口減少と高齢化率】）
(3)中山間地域が直面する課題
中山間地域では、人口減少や高齢化の著しい進行によって、様々な課題に直面している。
生活の面では、路線バスなどの廃止により、病院や買物等の移動手段を確保することが難しくなっているほか、近隣の商店の廃業により日常生活に欠かせない食料品等の生活物資を容易に確保することができなくなっている。また、鳥獣による農林作物等への被害の拡大や、地域医療を担う医師の不足などの課題を抱えている。
産業の面では、基幹産業である第1次産業が、一次産品の価格の低迷による所得の減少や就業者の高齢化、後継者の減少などによって、衰退の一途をたどるとともに、こうした状況が、耕作放棄地の増加や森林の荒廃を招いている。
また、第2次産業では、建設業において、公共事業の減少に伴う経営不振等が続くなど中山間地域での雇用が減少し、新たな事業の展開や新分野への進出が求められている。
さらに、中山間地域の産業、文化、生活など様々な活動の場である「集落」では、担い手不足やコミュニティ活動の衰退などとも相まって、住民同士の結びつきや繋がりの弱体化が懸念されている。
一方で、中山間地域には、国土の保全や水源の涵養、食料の供給など、これまで担ってきた重要な機能に加えて、国民生活の癒しの場の提供や、森林資源などを活用した循環型エネルギーの担い手といった新たな公益的役割が期待されている。
また、中山間地域には、農地や山林などの地域の財産を守りながら、地域に愛着と誇りを持って生活されている方々が多く存在する。
今後も、中山間地域の人口減少と高齢化の著しい進行が予想され、集落の消滅も危惧されていることから、中山間地域の住民の方々の暮らしを守り、集落をいかにして、維持、再生していくかが大きな課題となっている。
表1【全国の人口減少率（対前回比較）（減少率の高い順）】
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表3【市町村別の人口減少と高齢化率】
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※高齢化率は、年齢不詳を除き算出
２　調査の目的
本調査は、生活、交通、福祉、防災、産業など、地域が直面している課題や、集落活動の状況、住民の皆様の思いなど、地域の実情を的確に把握し、県、市町村、地域で中山間地域の現状を共有することで、今後の中山間対策に反映させることを目的として、実施する。
３　調査の概要

　3.１　調査の実施にあたって
「集落」という言葉は、日常生活の中でも頻繁に使われているが、「集落」には決まった定義はなく、一律の規模、構成等の目安を示すことは難しい。

このため、本調査を実施するにあたっては、「集落実態調査」と「集落データ調査」に大別して以下のように調査の対象等を整理する。
(1)調査の範囲
①集落実態調査
本県では、地域振興に関する5つの法律（過疎地域自立促進特別措置法、山村振興法、離島振興法、半島振興法、特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の促進に関する法律）の規定範囲を中山間地域としている。
今回の集落実態調査では、法の規定範囲を基本としながら、範囲外の集落でも中山間地域と同じ環境にあると考えられる所を調査対象とする反面、法の規定範囲内でも市街地の集落は除外するなど、できるだけ実態の把握が有効な調査になるように、各市町村の協力をいただき、対象集落を決定した。
また、前述のとおり、集落には一律の定義が存在しないことから、今回の調査では、聞き取り調査をお願いできる代表者が存在し、地域の意思を決定する会合を行ったり、会計が存在したりすることなどを判断の材料として、最終的に聞き取り調査の対象となる集落を決定した。
②集落データ調査
本県では、昭和35年から5年ごとの国勢調査の際に、集落の世帯数等のデータを調査している。この集落の範囲は、農林業センサスの農業集落範囲を基本としたものであり、経年比較を行うため基本は昭和35年当時と同じ（新たな住宅地の追加等を除く）とした。そのため、今回新たに実施した集落実態調査の聞き取り対象の集落とは範囲が異なる場合がある。
　3.2　調査の構成
本調査は、
・「集落実態調査」（集落代表者聞き取り調査、世帯アンケート調査（世帯主、個人））
・「集落データ調査」
の大きく2つから構成される。
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(1)集落代表者聞き取り調査

	調査時期
	平成23年8月～平成24年１月末

	調査対象
	調査箇所：1,359集落　※表4【市町村別聞き取り調査実施集落数】参照

※市街地等の人口集中地域を除く高知県全34市町村の中で、世帯数が概ね50世帯未満の集落を対象
聞き取りの相手：地区長等の集落代表者



	調査方法
	調査員の訪問（面会）による聞き取り


	調査内容
	「集落活動」、「生活環境」、「安全・安心」、「産業」、「集落の課題」の5つの区分で、合計64項目の設問を設定
漁村対象集落は、「産業（漁業）」に関連する合計11項目の設問を追加
※設問の内容は、ｐ8～9の「表5　調査項目　【集落代表者聞き取り調査・世帯アンケート調査票の構成】」を参照。


表4【市町村別聞き取り調査実施集落数】
	　
	市町村名
	集落数
	
	市町村名
	集落数
	
	市町村名
	集落数

	1
	高知市
	56(1)
	13
	奈半利町
	14
	25
	中土佐町
	45(3)

	2
	室戸市
	41
	14
	田野町
	 4
	26
	佐川町
	67

	3
	安芸市
	53(4)
	15
	安田町
	12
	27
	越知町
	47

	4
	南国市
	25
	16
	北川村
	22
	28
	梼原町
	47

	5
	土佐市
	21
	17
	馬路村
	 4
	29
	日高村
	22

	6
	須崎市
	67(2)
	18
	芸西村
	25
	30
	津野町
	65

	7
	宿毛市
	69(11)
	19
	本山町
	10
	31
	四万十町
	142

	8
	土佐清水市
	18(2)
	20
	大豊町
	74
	32
	大月町
	12(2)

	9
	四万十市
	60(1)
	21
	土佐町
	29
	33
	三原村
	 8

	10
	香南市
	12
	22
	大川村
	17
	34
	黒潮町
	23(2)

	11
	香美市
	85
	23
	いの町
	80
	
	
	

	12
	東洋町
	 8
	24
	仁淀川町
	75
	
	
	

	
	
	合計
	1,359


※（　）内の数字は漁村用集落対象数

(2)世帯アンケート調査
	調査時期
	平成23年8月～平成24年1月末

	調査対象
	調査箇所：　109集落
※集落代表者聞き取り調査の対象1,359集落の中から、市町村との協議により109集落（市町村ごとに1～6集落）を抽出
対象：集落在住の20歳以上の方

	調査方法
	アンケート調査票を用いた、無記名・記入方式
・配布は、集落代表者等の協力による個別配布
・回収は、代表者等による回収又は郵送回収

	調査内容
	アンケート調査票は「世帯主」と「個人」の2種類を用意

・世帯主は、「産業（農業、林業）」に関する計11項目の設問を設定
・個人は、「集落活動」、「生活環境」、「安全・安心」、「産業」、「集落の課題」の5つの区分で、合計33項目の設問を設定
※設問の内容は、ｐ8～9の「表5　調査項目　【集落代表者聞き取り調査・世帯アンケート調査票の構成】」を参照


■調査数
	種類
	配布数
	回収数
	回収率
	有効回答数

	世帯主アンケート
	2,607
	1,748
	67.1％
	1,711

	個人アンケート
	5,476
	3,559
	65.0％
	3,443


表5　調査項目　【集落代表者聞き取り調査・世帯アンケート調査票の構成】

	分　　類
	内　　　容
	設問の概要
	別冊1・2
	別冊3・4

	
	
	
	集落聞き取り調査
	世帯アンケート調査

	集落活動

	集落の組織体制、人材
	地区会の状況
	地区会の有無･参加状況、

10年前･10年後の状況
	問1～3
	個問5～6

	
	地区費
	地区費の有無･使用方法
	問4
	－

	
	世話役･後継者の存在
	リーダーの有無、後継者の有無、今後の確保
	問5～6
	－

	
	共有の財産
	集落が管理する共有の財産
	問7
	－

	集落活動の状況
	活動団体の実態
	集落内の住民が活動している団体
	問8
	－

	
	地域活動･作業･行事
	地域活動の内容･参加状況､今後の継続
	問9～10
	個問7～12

	
	地域の愛着･自慢
	集落への愛着･誇り･自慢
	問11～12
	個問28

	集落の今後
	将来像
	集落の将来像(10年後)
	問13～14
	－

	
	活性化への取り組み
	活性化の資源･課題、

都市部との交流
	問15～17
	個問29

	
	近隣集落との連携
	近隣集落との行事･活動
	問18
	－

	移住・定住の取組
	空き家の状況
	空き家の有無･軒数
	問19
	－

	
	Ｉターン者の受入
	受入の実績･課題、移住者の実態
	問20～21
	－

	
	集落出身者との交流
	集落出身者との交流
	問22
	個問26

	
	Ｕターン者の状況
	Uターン者の実態
	問23
	－

	
	定住
	定住への思い
	－
	個問22～25

	生活環境

	ライフラインの状況
	飲料水の確保
	飲料水の状況･課題
	問24～25
	－

	
	生活用品の確保
	生活用品確保の状況･課題
	問26～27
	個問15～16

	
	移動手段
	車両の使用状況、外出の頻度･手段等
	－
	個問13～14

	
	有償運送
	有償運送の認知度･必要性･課題
	問28～29
	－

	
	医療
	かかりつけ病院の場所
	－
	個問17

	
	情報収集･情報通信
	情報収集･通信の状況
	問30
	個問18

	
	その他生活環境
	日常生活で困っていること･不便に思うこと
	問31
	個問21

	
	
	経済的な満足度
	－
	個問27

	安全・安心

	福祉･健康
	見守り活動
	見守り活動の状況･課題
	問32～34
	－

	
	高齢者･障害者の不安
	高齢者･障害者の不安
	問35
	－

	
	高齢者･障害者の居場所
	集いの場所の必要性、あったかふれあいセンターの認知度･期待
	問36～37
	－

	
	防犯･消費者保護対策
	不振情報の状況･関係機関等への連絡･対策
	問38～40
	－

	防災
	防災活動
	防災活動で必要なもの･関係機関との連携、備え
	問41～42
	個問20

	通信情報
	インターネットの活用
	インターネットの利用状況
	問43
	個問19


	分　　類
	内　　　容
	設問の概要
	別冊1・2
	別冊3・4

	
	
	
	集落聞き取り調査
	世帯アンケート調査

	産業

	産業の状況
	主要産業
	過去･現在の産業の状況
	問44～47
	－

	
	今後の展開
	産業振興につながる資源、産業振興に必要なもの
	問48～49
	－

	農業
	農地
	農地の保有状況･管理の方法･課題
	－
	世問3～5

	
	農業の現状
	農業の状況、共同作業･協業化の課題、直販所等への出荷の課題
	問50～54
	世問30～31

	
	耕作放棄地
	耕作放棄地の有無、その解消への取組･課題
	問55～58
	世問6

	林業
	山林の所有
	山林保有の有無､管理の方法･課題
	－
	世問7～9・11

	
	不在村地主
	不在村地主の有無･困っていること
	問59
	－

	
	周辺の植林
-人工林-
	間伐などの手入れ状況
	問60
	－

	
	施業地の集約
	施業地集約への協力･課題
	問61
	世問10

	
	鳥獣被害
	鳥獣被害の有無･対策方法･課題
	問62
	－

	漁業
	漁業従事者
	漁業従事者の有無･人数
	漁問1～2
	－

	
	漁業後継者
	後継者を増やす取組
	漁問3
	－

	
	漁業種類
	漁の種類
	漁問4
	－

	
	水揚げ
	漁獲量の増減･増やす方法
	漁問5～6
	－

	
	販売方法
	漁獲物の販売方法
	漁問7
	－

	
	雇用の場
	地元の漁業に関する雇用場所
	漁問8
	－

	
	漁業以外の取組
	漁業以外への現在･今後の取組
	漁問9～10
	－

	
	漁港施設の利用
	施設の問題点･清掃活動、沈廃船の有無 
	漁問11
	－

	集落の課題

	集落長から見た課題
	集落代表者の課題･悩み、良かったこと
	問63～64
	－

	行政への要望
	行政への要望･意見
	－
	個問32～33


※調査別の設問数及び表中の表記について

■集落代表者聞き取り調査：設問64（問○○）、　｢漁村集落｣設問11（漁問○○）

■世帯アンケート調査：「世帯主」設問11（世問○○）、「個人」設問33（個問○○）

(3)集落データ調査
	調査時期
	平成23年11月～平成24年3月

	調査対象
	高知県内全34市町村
※昭和35年の「農林業センサス」の調査区をもとに、市町村の実情を踏まえて整理した集落を基本としている。集落の区分は、平成18年度に実施した「高知県の集落」調査時の2,537集落に、前回調査から新たに生じた集落を加えたもの

	調査方法
	国が公表する平成22年国勢調査結果（小地域集計結果）及び、平成18年度に高知県が実施した「高知県の集落」調査時の集計データをもとに、高知県の集落データ表を作成する。

集計にあたっては、平成22年時点の市町村の単位を基本として整理するとともに、過疎地域、中山間地域（過疎地域を含む）においても、平成22年時点での指定地域を基準として整理する。

	調査内容
	（調査時点は、国勢調査が行われた平成22年10月1日）
・県及び市町村の人口、高齢化率の推移
・集落数の推移
・世帯規模、人口増減、世帯数増減、高齢化率からみた集落の推移


【データ調査の項目】
	調査項目
	対象

	Ⅰ 県、市町村の状況
	1 県人口の状況
	（1）県人口の推移（S35年～H22年）

（2）県世帯数の推移（S35年～H22年）

（3）人口動態の推移（S36年～H22年）
	･高知県（全域）

･中山間地域（県全域）

･過疎地域（県全域）

	
	2 市町村別人口の推移
	（1）市町村別人口の推移（S35年～H22年）

（2）市町村別人口の増減率（H17年～H22年）

（3）市町村別高齢化率（S35年～H22年）
	･県内34市町村

	Ⅱ 集落の状況


	1　集落数の推移

2　世帯数別にみた集落の状況

3　人口増減率別にみた集落の状況

4　世帯数増減率別にみた集落の状況

5　高齢化からみた集落の状況
	･県内34市町村

（市町村別集落数）

※旧市町村単位
（※旧高知市を除く）


　3.3　調査のスケジュール
「集落代表者聞き取り調査」、「世帯アンケート調査」、「集落データ調査」の各調査は、以下のスケジュールで実施した。
【調査スケジュール】
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４　調査の結果
調査結果の全集計については、巻末に添付する別冊を参照のこと。

	(1) 「集落代表者聞き取り調査結果報告書」
	別冊1
	全52ページ

	(2) 「集落代表者聞き取り調査（漁村集落）結果報告書」
	別冊2
	全10ページ

	(3) 「世帯アンケート調査（世帯主）結果報告書」
	別冊3
	全13ページ

	(4) 「世帯アンケート調査（個人）結果報告書」
	別冊4
	全22ページ

	(5) 「集落データ調査　高知県の集落」
	別冊5
	全31ページ


調査内容は、集落代表者聞き取り調査及び世帯アンケート調査から、それぞれ関連する事柄を組み合わせて、「4.1 集落の活動」、「4.2 集落の生活」、「4.3 集落の産業」の3つの項目で整理している。

なお、必ずしも、設問の順番にはなっていない。
　4.1　集落の活動
(1)集落の組織体制や活動状況
①集落の会合の開催状況について
(開催回数) 《○集落聞き取り調査：問1～3》
○集落の会合は、91.8％の集落で開催されており、開催回数は「年1回」が49.7％、「年2回」が20.9％となっている。（問1）
○集落規模でみると、10世帯未満の集落では、会合を開催する割合が69.6％と、10世帯以上の集落と比べて低くなっている。（問1）（⇒クロス集計①）
○会合の開催回数については、「以前と変わらない」と回答した集落が75.1％を占めている。（問2）
○また、10年後も「変わらない」と予想している集落が69.6％あり、集落で必要なことを話し合うための会合は、人口や世帯の減少、高齢化の進行などが予想される中でも継続して開催されていくと考えられる。（問3）
(会合への参加状況) 《○集落聞き取り調査：問1、□世帯アンケート(個人)問5,6》
○会合の参加者の割合としては、全世帯の「8割以上」と回答した集落が72.5％と最も多く、次に「6割～8割未満」が13.3％で、会合への参加率は高い。（問1）
□世帯アンケート調査でも、集落の会合への参加状況について、「ほとんど参加する」といった回答が36.4％で最も多く、「時々参加する」の22.6％が続いている。（個問5）
□60～64歳、65～69歳で「ほとんど参加する」と答えた方が多く、52.0～52.2％である。男女別にみると、男性60～69歳の参加率が多いことから、会合は60歳以上男性の参加者が多いと考えられる。（個問5）（⇒クロス集計②,③）
□なお、20歳代や30歳代では「ほとんど参加しない」や「一度も参加したことがない」との回答が多い。（個問5）（⇒クロス集計②）
□会合で、「積極的に発言している」が17.6％、「時々は発言している」が48.1％。男女別にみると男性は「積極的に発言している」が26.0％あるのに対して、女性は8.0％となっている。（個問6）（⇒クロス集計④）
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クロス集計①【会合の開催状況（集落の世帯数別）】：集落聞き取り調査 問1
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クロス集計②【会合への参加状況（回答者年齢別）】：世帯アンケート調査（個人） 問5
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クロス集計③【会合への参加状況（回答者男女別年齢別）】
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：世帯アンケート調査（個人） 問5
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クロス集計④【会合での発言（男女別）】：世帯アンケート調査（個人） 問6
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13鹿児島県1,706,2421,753,179-46,937-2.68

14愛媛県1,431,4931,467,815-36,322-2.47

15山梨県863,075884,515-21,440-2.42

16新潟県2,374,4502,431,459-57,009-2.34

17北海道5,506,4195,627,737-121,318-2.16

18長野県2,152,4492,196,114-43,665-1.99

19佐賀県849,788866,369-16,581-1.91

20福井県806,314821,592-15,278-1.86

21富山県1,093,2471,111,729-18,482-1.66

22香川県995,8421,012,400-16,558-1.64

23宮崎県1,135,2331,153,042-17,809-1.54

24奈良県1,400,7281,421,310-20,582-1.45

25熊本県1,817,4261,842,233-24,807-1.35

26岐阜県2,080,7732,107,226-26,453-1.26

27大分県1,196,5291,209,571-13,042-1.08

28群馬県2,008,0682,023,996-15,928-0.79

29静岡県3,765,0073,792,377-27,370-0.72

30三重県1,854,7241,866,963-12,239-0.66

31岡山県1,945,2761,957,264-11,988-0.61

32広島県2,860,7502,876,642-15,892-0.55

33宮城県2,348,1652,360,218-12,053-0.51

34栃木県2,007,6832,016,631-8,948-0.44

35京都府2,636,0922,647,660-11,568-0.44

36石川県1,169,7881,174,026-4,238-0.36

37茨城県2,969,7702,975,167-5,397-0.18

38兵庫県5,588,1335,590,601-2,468-0.04

39福岡県5,071,9685,049,90822,0600.44

40大阪府8,865,2458,817,16648,0790.55

41埼玉県7,194,5567,054,382140,1741.99

42愛知県7,410,7197,254,704156,0152.15

43滋賀県1,410,7771,380,36130,4162.20

44沖縄県1,392,8181,361,59431,2242.29

45千葉県6,216,2896,056,462159,8272.64

46神奈川県9,048,3318,791,587256,7442.92

47東京都13,159,38812,576,611582,7774.63

国勢調査
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25山梨県24.6

26佐賀県24.6
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32石川県23.7
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34京都府23.4
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国勢調査


②地区費ついて 《○集落聞き取り調査：問4,4-1》
○集落の各世帯から集める地区費について、75.1％の集落で「会費あり」と回答している。特に決めずにその都度徴収する集落が9.2％となっている。(問4)
○1年間の世帯当たりの会費は、300円（最少）から115,200円（最多）となっており、集計すると「4,001円～6,000円」の集落が21.6％、次いで「10,001円～20,000円」が20.4％となっている。(問4)
○地区費の使用方法は、「集会所等の維持管理費（水道光熱費や備品購入など）」が71.2％で最も多く、次いで「街路灯等の維持費」が48.6％、「懇親会費用等」が45.9％となっている。（問4-1）
③活動団体の有無について 《○集落聞き取り調査：問8》
○主に集落内の住民がメンバーとなっている活動団体については、活動している団体が「ない」集落が62.9％を占める。（問8）
○活動団体としては、「女性グループや婦人会」など女性を中心にした団体の活動が最も多く、次に、「老人クラブ、敬老会」など高齢者を中心とした団体の活動が大半を占める。（問8）
○特に、集落の人口が減ると、活動団体が「ない」割合が増加し、人口が多くなるほど活動団体が存在する割合が増加している。（問8）（⇒クロス集計⑤）
クロス集計⑤【活動団体の有無(集落の人口別)】：集落聞き取り調査 問8
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  調査内容 集落実態調査   ◆調査対象数：2,537集落 平成22年国勢調査の結果を、県内全34市町村・集落ごとに集計処理 【昭和35年から５年毎に実施】 集落データ調査 調査結果から集落に内在する課題を分析 集落代表者聞き取り調査 【1,359集落】 世帯アンケート調査 県内全34市町村 概ね50世帯未満の小規模集落  うち109集落を抽出 
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全体20代-男性女性30代-男性女性40代-男性女性50代-男性女性60-64歳-男性女性65-69歳-男性女性70-74歳-男性女性75歳以上-男性女性年齢・性別不明①ほとんど参加する②時々参加する③ほとんど参加しない④昔は参加したが今は参加していない⑤一度も参加したことがない⑥会合が行われていない無回答


④集落活動（共同作業）の状況について
(現在の活動) 《○集落聞き取り調査：問9》
○集落活動については、「特に行っていない」と回答した2.9％の集落を除き、多くの集落で、何らかの共同作業や集落行事を行っている。中でも、「集落で管理する道路の草刈り」が81.7％、「神社、仏閣、墓地の維持管理」が80.9％、「神社の祭り」が80.6％の集落で行われている。一方、共同での活動が少ないのは、「農作業（田植え、稲刈り」の4.3％、「耕作放棄地の維持管理」の8.2％となっている。（問9）
(活動への参加状況) 《□世帯アンケート(個人)：問7～9》
□世帯アンケートをみると、集落活動のうち、集落のお祭り等の行事やイベントについては、「ほとんど参加する」が36.8％で、「時々参加する」の28.6％を合わせると、住民の65.4％が参加している。（個問7）
□また、集落の清掃活動や共同作業等については、「ほとんど参加する」が43.4％で、「時々参加する」の19.0％を合わせると、住民の62.4％が参加している。（個問8）
□参加をしていない理由は、「家族が参加する」が41.0％で、次いで「年を取って体がきつい」が26.4％となっている。（個問9）
□年齢別にみると、65歳以上から「年を取って体がきつい」との回答が増え、75歳以上では61.0％が参加しない理由としている。（個問9）（⇒クロス集計⑥）
(今後の活動) 《○集落聞き取り調査：問9,10、□世帯アンケート(個人)：問10》
○今後、維持が困難な活動としては、「集落で管理する道路の草刈り」が53.0％、「神社の祭り」が47.5％、「寺社、仏閣、墓地の維持管理」が42.1％と多くなっている。（問9）
○今後、維持が困難となった場合の対策としては、「一部の活動を断念しても、自分たちで維持していく」ことを希望する集落が60.5％と最も多い。
「集落外の人たちに依頼する」が6.7％あり、その依頼先としては「近隣の集落」、「民間事業者」、「集落の出身者」などであった。（問10）
□世帯アンケートでは、今後の集落活動について、「維持できない」と回答した方が26.8％、「わからない」を合わせると66.9％となっており、住民自身も集落の今後の活動について、見通しが難しい状況にある。（個問10）
クロス集計⑥【活動に参加しない理由（回答者年齢別）】：世帯アンケート（個人） 問9
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全体男性女性性別不明①積極的に発言している②時々発言している③ほとんど発言はしない④一度も発言をしたことはない
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全体20代30代40代50代60-64歳65-69歳70-74歳75歳以上年齢不明①ほとんど参加する②時々参加する③ほとんど参加しない④昔は参加したが今は参加していない⑤一度も参加したことがない⑥会合が行われていない無回答


(2)集落内の人材
①世話役（リーダー）の存在について 《○集落聞き取り調査：問5,5-1》
○世話役（リーダー）について、「いる」と回答した集落は74.4％であった。（問5）
○世話役（リーダー）の具体的な人物像として、「集落長・役員・班長など」と集落の代表者が多く、60歳代男性が最も多くを占めている。（問5-1）
②世話役の後継者の存在について
(後継者の有無) 《○集落聞き取り調査：問6,6-1》
○集落内の世話役の後継者について、「いる」と回答した集落は63.3％となっており、世話人の「いる」割合より少ない数値となっている。（問6）
○世話役（リーダー）の存在について、集落の世帯数との関係で極端な傾向はなかったが、後継者の存在については、10世帯未満の集落で「確保できない」との回答が多くなっている。（問6）（⇒クロス集計⑦,⑧）
○後継者の具体的な人物像として、世話役（リーダー）同様に「集落長・役員・班長など」と集落の代表者もあげられているが、「地域の若手」が最も多くなっており、50代男性が多い。（問6-1）
(確保の方法) 《○集落聞き取り調査：問6-2》
○後継者が「いない」と回答した集落のうち、後継者を「集落内で確保したい」が38.0％で、「集落外で確保したい」が4.4％となっており、多くの集落が、集落の中から後継者を育てることを希望している。（問6-2）
クロス集計⑦【世話役の有無（集落の世帯数別）】：集落聞き取り調査 問5
[image: image25.emf]504 5 16 31 38 52 125 104 93 31 9 855 56 100 116 117 94 147 93 76 12 44 

0%20%40%60%80%100%

全体10人未満10～20人未満20～30人未満30～40人未満40～50人未満50～75人未満75～100人未満100～150人未満150人以上集落人口不明①ある②ない
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全体20代30代40代50代60-64歳65-69歳70-74歳75歳以上年齢不明①仕事で忙しい②集落の活動に興味がない③家族が参加する④年をとって体がきつい⑤面倒に感じる⑥その他無回答
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全体20代30代40代50代60-64歳65-69歳70-74歳75歳以上年齢不明①徒歩②自転車③バイク④車（自分で運転）⑤バス・鉄道等⑥タクシー（ハイヤー）⑦家族・親族の車に乗せてもらう⑧近隣者の車に乗せてもらう⑨病院等の送迎車⑩その他無回答
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クロス集計⑧【後継者の有無（集落の世帯数別）】
：集落聞き取り調査 問6
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2,54954.0

土佐町

4,6324,358

-5.92

1,87243.0

大川村

538411

-23.61

18244.3

いの町

27,06825,062

-7.41

7,67430.6

仁淀川町

7,3476,500

-11.53

3,26750.3

中土佐町

8,3207,584

-8.85

2,91138.4

佐川町

14,44713,951

-3.43

4,65033.3

越知町

6,9526,374

-8.31

2,64341.5

梼原町

4,6253,984

-13.86

1,56939.4

日高村

5,8955,447

-7.60

1,80233.1

津野町

6,8626,407

-6.63

2,41837.7

四万十町

20,52718,733

-8.74

7,20938.5

大月町

6,4375,783

-10.16

2,27339.3

三原村

1,8081,681

-7.02

69341.2

黒潮町13,43712,366-7.974,35335.2

高知県計

796,292764,456

-4.00218,148

28.8

市部637,029618,174-2.96163,38226.7

郡部159,263146,282-8.1554,76637.4




(3)集落の将来像
①集落の10年後の姿について 《○集落聞き取り調査：問13》
○集落の10年後について、「集落全体が衰退している」と考える集落が63.8％と最も多く、「集落が消滅している恐れがある」が6.0％、「一部の地域（小集落）が消滅している」が5.3％と厳しい予想が多い。（問13）
○衰退する理由としては、「高齢化が進む」、「人口や世帯が減少する」、「後継者がいない」といった回答が大半を占めている。（問13）
○一方、「このまま変わらない」と回答した集落が21.4％、「今より活性化していると思う」が2.2％あり、その理由としては、「若い世代がいる、人が増える可能性がある」、「集落営農の取り組みを進めている」などをあげている。（問13）
○集落の人口規模でみると、10人未満の集落では、「集落が消滅している恐れがある」との回答が47.5％であり、その他の規模の集落と比較して極端に高くなっている（問13）（⇒クロス集計⑨）
クロス集計⑨【今後の集落の姿（集落の人口別）】：集落聞き取り調査 問13


②将来についての集落での話し合い 《○集落聞き取り調査：問14》
○集落内で、将来について「話し合いを持っている」と回答した集落は34.3％で、「今後、話し合う予定」の12.7％と合わせると47.0％となり、多くの集落で、「話し合い」の必要性を感じていると考えられる。（問14）
○「今後も話し合う予定がない」という回答が41.6％となっている。（問14）
○比較的、高齢化率が高い集落では、「既に話し合っている」割合が高く、「話し合う予定がない」は低くなっている。（問14）（⇒クロス集計⑩）
クロス集計⑩【将来についての話し合い（集落の高齢化率別）】集落聞き取り調査 問14



(4)活性化に向けた取り組み
①活性化の対策 《○集落聞き取り調査：問15,16》
○集落活性化のための効果的な方策として、「近隣集落との連携」をあげる集落が35.3％と最も多く、「集落の資源を生かし、集落に収入が入る取り組み」が20.8％、「イベント行事など人との交流の取り組み」が20.4％となっている。（問15）
○集落の活性化のために必要なものについて、「住民のやる気」が43.8％で最も多く、「近隣の集落などの協力」が30.8％、「集落内外の若者の力」が27.5％、「リーダーの存在」が27.2％で続く。（問16）
○また、「活動のための資金、設備」が17.8％、「専門家の支援」が11.9％となっており、上記に比べ小さい数値となっている。（問16）
○集落世帯数別にみると、集落規模が小さくなると、「わからない」といった回答が増え、集落世帯数が増加すると「リーダーの存在」が多くなっている。（問16）（⇒クロス集計⑪）
クロス集計⑪【集落の活性化の取り組みに必要なこと（集落の世帯数別）】
：集落聞き取り調査 問16



②取り組みの意向 《○集落聞き取り調査：問17》
○活性化に向けた都市部の住民との交流や特産品づくりなどの取り組みについて、「既に取り組んでいる」集落と、「既に取り組んでおり、今後この他にも取り組みたい」集落とを合わせて14.2％あり、その内容としては、「農産物の栽培、販売等、農業の取り組み」や「イベントや体験ツアー」、「特産品開発、販売」があげられている。（問17）
○「これから取り組みたい」と回答している集落が12.1％あり、取り組みたいと考えている内容は上記の回答と同様であった。（問17）
○一方で、「取り組みたいと思わない」との集落が60.4％あり、活性化に向けた取り組みに対して消極的な集落が多い。（問17）
③集落間連携による取り組み 《○集落聞き取り調査：問18》
○近隣の集落との連携については、「既に行っている」集落が76.7％であり、また、「今後、行いたいと思っている」集落が17.5％となっている。（問18）
○「既に行っている」と回答した集落の取り組み内容としては、「祭り等の伝統行事」が54.8％で最も多く、「イベント、交流事業」が45.7％、「老人クラブ等の活動」が43.1％、「自主防災活動」が34.7％で続く。（問18）
○今後、行いたい取り組みは「自主防災活動」が44.5％で最も多い。（問18）
(5)地域に対する思い
①集落への愛着 《○集落聞き取り調査：問11》
○住民の集落への「愛着」や「誇り」について、「強く感じていると思う」との回答が64.8％で、「多少感じていると思う」の28.2％を合わせると、93.0％の集落で、「住民は集落への愛着を感じている」との回答になっている。（問11）
②集落の自慢 《○集落聞き取り調査：問12、□世帯アンケート(個人)：問28》
○集落の自慢や誇りについて、「住みやすい環境」、「自然や景色」、「人情（人）」や「集落のまとまり・助け合い等」の回答が多数意見となっており、豊かな自然環境や人の絆について誇りに感じているものと考えられる。（問12）
□世帯アンケート調査においても、集落の「誇り」や「自慢」について、「自然や景観」が60.1％で最も多く、次いで「人・人情」が43.9％、「住みやすい生活環境」が39.2％となっており、「歴史、名所、旧跡」や「伝統文化、芸能」は少数意見となっている。（個問28）
③定住意向
(定住の意向) 《□世帯アンケート(個人)：問22》
□将来の継続的な居住について、同じ集落に「住み続けたい」という回答が70.9％、「住み続けたいが、集落以外へ転居せざるをえない」が5.8％、「住み続けたくない」が4.7％であった。（個問22）
□年齢別にみると、20歳代では「住み続けたいが、集落以外へ転居せざるを得ない」や「住み続けたくない」との回答が多くなっている。（個問22）（⇒クロス集計⑫）
(理由) 《□世帯アンケート(個人)：問23,24》
□「住み続けたい」理由としては、「守る財産があるから」が74.7％で最も多く、次いで「家族や親類がいるから」が50.9％、「生まれ育った土地で愛着があるから」が50.8％と続く。（個問23）
□「住み続けたいが、転居せざるを得ない」理由としては、「医療や福祉のサービスが受けにくいから」が46.3％で最も多く、次いで「緊急時や災害時に孤立する不安があるから」が33.8％となっており、生活面での不安をあげている。（個問24）
□年齢別に「住み続けたいが、転居せざるを得ない」理由をみると、20～30歳代では、「通勤・通学に不便だから」との回答が多くなっている。（個問24）（⇒クロス集計⑬）
(家族や転出者に対する気持ち) 《□世帯アンケート(個人)：問25,26》
□同居している家族について、「引き続き集落に住んでもらいたい」と希望している方が44.8％となっている。一方で、既に地域外に出ている家族については、「戻ってきてほしい」と希望している方は27.8％で、「そう思わない」の27.2％と大きな差はない。（個問25,26）
クロス集計⑫【定住の意向（回答者年齢別）】：世帯アンケート（個人） 問22


クロス集計⑬【住み続けられない理由（回答者年齢別）】：世帯アンケート（個人） 問24


(6)移住促進
①空き家の有無 《○集落聞き取り調査：問19》
○移住者などが入居できる提供可能な空き家があると回答した集落は41.4％で、平均軒数は2.7軒となっている。（問19）
②Ｉターン移住者の受け入れ
※Ｉターン移住者：本調査では県内外を問わず、集落外から移り住んだ方を対象としている。
(受け入れの実績) 《○集落聞き取り調査：問20,20-1,20-2》
○Ｉターン移住者※の受入れ実績があると回答した集落は34.7％で、世帯数が多いほど実績がある集落が多い傾向にある。また、受け入れ経験のある集落の平均受け入れ人数は3.7人であった。（問20）（⇒クロス集計⑭）
○Ｉターン移住者の主な仕事としては、「会社員」が最も多く37.3％を占める。一方で、「農業」などの一次産業へ従事している方は23.5％である。（問20-1）
○Ｉターン移住者のうち、「集落の共同作業」に参加している方が69.3％、「地域おこしの活動」が24.8％など、多くの方が集落において何らかの地域活動に参加している。（問20-2）
(受け入れの意向) 《○集落聞き取り調査：問21,21-1》
○Ｉターン移住者の受け入れ希望について、「受け入れたい」と回答した集落が68.9％あり、その理由として、「地域や集落の活性化のため」や「人口や世帯が減少しているため」などをあげている。（問21）
○受け入れたくないと回答した9.5％の集落で、「移住者への不安」や「住居や仕事の問題」などを理由にあげている。（問21）
○受入れにあたって行政に望む支援としては、「安心して空き家を貸すことのできるルールづくりへの支援」が52.8％、「空き家を有効活用できる支援（修繕費等）」が50.6％と多くなっている。（問21-1）
クロス集計⑭【Ｉターン移住者の受け入れの実績（集落の世帯数別）】
：集落聞き取り調査 問20

③Ｕターン 《○集落聞き取り調査：問22,22-1,23,23-1,23-2》
○集落出身者と交流する行事があると回答した集落は33.7％で、行事としては、「祭り等の伝統行事」が64.6％で最も多く、次いで「農作業等の共同作業」が26.9％となっている。（問22,22-1）
○Ｕターン者がいると回答した集落は46.2％ある。（問23）
○Ｕターン者のうち、「集落の共同作業」に参加している方が77.2％、「地域おこしの活動」への参加が27.9％など、Ｉターン移住者と同様に、多くの方が地域活動に参加している。（問23-2）
○Ｕターン者のうち、「農業」などの一次産業に従事している方が、33.2％となっており、Ｉターン移住者の従事者の割合よりも高くなっている。（問23-1）
　4.2　集落の生活
(1)移動手段の確保
①自家用車を使った有償運送制度 《○集落聞き取り調査：問28,29,29-1》
○自家用車を使った有償運送制度について、「全く知らない」が40.7％で、「聞いたことはあるが、詳しくは知らない」の24.0％と合わせると、64.7％に達する。（問28）
○自家用車を使った有償運送が必要と考える集落（167集落）のうち、「実施したい（既に取組んでいる）」が41.3％で、「関心はあるが、実施することは難しいと思う」が38.9％となっている。（問29-1）
○実施できない理由としては、「ドライバーがいない・少ない」など、担い手不足があげられている。（問29-1）
○「タクシーしかないが、料金が高いので必要」と回答した集落が11.6％ある。（問29）
②移動手段
(車の運転) 《□世帯アンケート(個人)：問13》
□日々の暮らしの中で車を運転している方は、68.5％となっている。一方で、75歳以上の女性では57.7％の方が「車を運転したことがない」と回答している。（個問13）（⇒クロス集計⑮）
(移動手段) 《□世帯アンケート(個人)：問14》
□出かけるときの手段として、「車（自分で運転）」が63.5％と最も多く、「家族・親族の車に乗せてもらう」と「近隣者の車に乗せてもらう」と合わせると、自動車の利用が79.3％を占めている。（個問14）
□年齢別にみると、20～50歳代では「車（自分で運転）」が81.5～90.6％を占めており、高齢になるほど、「家族・親族の車に乗せてもらう」割合が増加している。（個問14）（⇒クロス集計⑱）
(外出の頻度) 《□世帯アンケート(個人)：問14》
□出かける頻度が「ほぼ毎日」と回答している方は20～50歳代に多い。60歳以上の方の出かける頻度は、月に5日から10日（週に１～2回）となっている。（個問14）（⇒クロス集計⑰）
(外出の目的) 《□世帯アンケート(個人)：問14》
□出かける目的は、20～50歳代では「仕事」が多く、60歳以上からは、「買い物」や「病院」への利用が増加している。（個問14）（⇒クロス集計⑯）
(月の交通費) 《□世帯アンケート(個人)：問14》
□ひと月の交通費は、「1万円以上」が32.7％で最も多く、次いで「5千円以上1万円未満」が26.3％、「千円以上5千円未満」が23.7％となっている。（個問14）
クロス集計⑮【車・バイクの運転状況（回答者年齢男女別）】
：世帯アンケート調査（個人） 問13







クロス集計⑯【出かける目的（回答者年齢別）】：世帯アンケート調査（個人） 問14－3




クロス集計⑰【出かける頻度（回答者年齢別）】：世帯アンケート調査（個人） 問14－3




クロス集計⑱【出かける時の移動手段（回答者年齢別）】
：世帯アンケート調査（個人） 問14－3


(2)生活物資の確保
《○集落聞き取り調査：問26,27、□世帯アンケート(個人)：問15》
○食料品等の生活物資の確保の手段として、「市町村内の商店」が84.3％で最も多く、「近親者に買ってきてもらう」が49.5％、「移動販売を利用」が48.2％となっている。（問26）
□世帯アンケート調査でも、生活物資や日用品の購入方法として、「市町村内の商店」が52.5％、次に「他の市町村の商店」が20.6％、「同居の家族や親類に買ってきてもらう」が7.0％、「移動販売」が6.4％となっている。（個問15）
○生活物資を確保するうえで、63.1％の集落が「困っていること、課題がある」と回答し、その内容としては、「移動手段がない、または少ない」、「近所に店舗がない、または少ない」、「移動販売がない、または少ない」、「高齢化により運転ができなくなる」などがあげられている。（問27）
(3)飲料水の確保
(確保のための手段) 《○集落聞き取り調査：問24》
○飲料水の確保について、「集落（水道組合等）で管理している飲料水施設」を利用している集落が23.5％、「個人で管理している施設」を利用している集落が20.6％となっており、上水・簡易水道など行政が管理している水道施設以外を利用している集落も多いことがうかがえる。（問24）
(管理の課題) 《○集落聞き取り調査：問25》
○「上水・簡易水道など行政が管理している水道施設以外の施設」を利用する課題として、「施設の維持管理（作業量、手間）」が52.7％、「高齢化等による管理人員の不足」が41.0％となっており、施設を維持していくための人的な問題があげられている。（問25）
○また、「水源の枯渇」が32.2％、「施設の老朽化」が19.6％、「施設維持の費用」が20.1％となっており、資源や施設の課題も顕在化している。（問25）
(4)情報通信の整備
①通信基盤などの整備状況について
 《○集落聞き取り調査：問30、□世帯アンケート(個人)：問19》
○ブロードバンドや地上波デジタル放送など情報通信基盤の整備が進み、半数を超える51.4％の集落が情報インフラ全般において「特に問題なし」と回答している。一方で、受信状況が悪い情報通信手段として、「ラジオ」が27.4％、「携帯電話」が24.8％あげられている。（問30）
□インターネットの利用状況については、年齢によって大きな差があり、20歳代～40歳代では、多くの人が利用している一方で、50歳代以上は利用したいとは思わないという回答が多くなっている。（個問19）（⇒クロス集計⑲）
クロス集計⑲【インターネットの利用状況及び利用意向（回答者年齢別）】
：世帯アンケート調査（個人） 問19




(5)鳥獣被害
①野生鳥獣による農林業被害の状況について 《○集落聞き取り調査：問62》
○野生鳥獣による農林業被害のある集落は全体の94.3％に及んでいる。そのうち、以前に比べて被害が増えたと答えた集落が91.1％あり、鳥獣被害が拡大傾向にある。（問62）
○被害を与えている鳥獣のトップは「イノシシ」で、被害のある集落の94.6％を占めている。次いで「カラス」が56.5％、「シカ」が44.0％、「サル」が36.3％となっている。（問62）
クロス集計⑳【鳥獣の種類（市町村別）】：集落聞き取り調査 問62－1

②鳥獣被害への対策について
(実施している対策) 《○集落聞き取り調査：問62-2》
○現在実施している、「捕獲（駆除）」による被害対策としては、「ネット柵（網）」が66.9％と最も多くなっている。次いで「ワナによる捕獲（駆除）」が59.3％、「トタン」が49.6％、「金網柵」が36.2％、「電気柵」が34.4％、「銃による捕獲（駆除）」が33.3％と、「防護柵」による対策が多い。（問62-2）
○被害対策は多くの集落で実施されているが、被害が増加傾向にあり、対策が必ずしも被害の軽減につながっていない状況にある。（問62-2）
(地域ぐるみの取り組み) 《○集落聞き取り調査：問62-3》
○地域ぐるみの取り組みについては、「集落ぐるみでの柵」が15.6％、「集落ぐるみでのワナ」が6.3％で、「対策についての話し合い」も8.7％で実施されているが、それぞれの割合は低い状況にある。（問62-3）
(有効と考えられる対策) 《○集落聞き取り調査：問62-4》
○鳥獣害対策として効果的な手段として、「捕獲（駆除）」が68.6％で最も多く、次いで「防護柵」が38.7％、「鳥獣を寄せ付けない環境整備」が15.7％となっている。（問62-4）
③課題
《○集落聞き取り調査：問62-5、□世帯アンケート(世帯主)：問5,11、□世帯アンケート(個人)：問21,32》
○鳥獣被害対策を進めるうえでの課題として、「人材や資金の不足」が44.1％、「有効な対策の情報」が20.3％、「専門家の支援」が16.2％あげられており、対策に必要な人材や資金の支援、効果的な情報が求められている。（問62-5）
□世帯アンケートでは、農地を保有している人が今後不安に感じていることとして、「後継者問題」が38.1％、次いで「鳥獣被害」が25.8％となっている。（世問5）
□また、山林を保有している人が今後不安に感じていることとして、「木材価格の低迷」が66.7％、「間伐等の管理費用の負担」が45.3％、「後継者問題」が44.9％、「シカ等の鳥獣被害」が33.0％となっている。（世問11）
□日々の暮らしの中で困っていることや不安に思っていることとして、「食料品や日用品の商店が近くにない」が36.5％、次いで「野生鳥獣による被害（農作物等、人的被害）」が32.6％、「病院や診療所がない」が32.4％、「交通手段がない等」が17.7％と、課題が多い状況である。（個問21）
□今後行政に力を入れてほしいこととして、「道路の改良、整備、維持管理」が42.9％、「福祉・介護サービス」が32.7％、次いで、「鳥獣被害対策への支援」が29.2％となっている。（個問32）
(6)防災への取組み
①防災活動に必要な事柄について 《○集落聞き取り調査：問41、□世帯アンケート(個人)：問20》
○集落での自主防災活動に必要な事項は、「発動発電機など非常用電源」が35.5％、次いで「水・食料などの備蓄品」が31.2％、「衛星携帯電話などの緊急用情報伝達の道具」が28.5％となっている。（問41）
□世帯アンケートでは、地震などへの備えとして、39.1％の方が「特に何もしていない」と回答している。（個問20）
□実施している対策として、「避難路・避難場所の転倒対策」が21.5％、「避難訓練への参加」が19.2％、「食料等の備蓄」が17.8％、「避難時の持ち出し備品の備え」が17.3％となっている。（個問20）
②関係機関との連携の状況について 《○集落聞き取り調査：問42》
○集落の防災について、「消防・警察との連携」に取り組んでいるのは37.7％で、取り組みの内容としては、「訓練の実施」、「講習会の実施」、「自主防災活動」などがあげられている。（問42）
○「事業所との連携」は6.0％にとどまり、取り組みの内容としては、「機械等の貸し出し」、「食料等の確保」などがあげられている。（問42）
○「隣接集落との連携」は24.0％となっており、取組みの内容は、「自主防災組織の設置・連携」、「訓練の実施」などがあげられている。「（問42）
(7)防犯対策
《○集落聞き取り調査：問38》
○全国的に見られる、消費者トラブルにつながる恐れのある事例として、振り込め詐欺、悪質な訪問販売や不審な電話などの情報があった集落が39.2％あり、内容としては「訪問販売」が多く、次いで「電話勧誘」があげられている。（問38）
○不審な電話があった時などの相談や情報提供について、市町村や警察などの関係機関などへ繋げているのは38.0％にとどまっており、59.5％の集落では繋ぐことができていない。相談や情報提供の相手先としては、「警察」が最も多く、次いで「行政」という回答になっている。（問38）
(8)医療
《□世帯アンケート(個人)：問17,21,32》
□かかりつけの病院の場所は、「住んでいる市町村内」が50.7％と最も多く、次いで「その他の市町村」が27.9％となっている。（個問17）
□生活環境で不安に思っていることの第3位に「病院、診療所がない、遠い（32.4％）」があげられている。（個問21）
□今後、行政に力を入れてほしいことの第4位として、「医療サービスの充実（27.6％）」があげられている。（個問32）
(9)福祉（高齢者、障害者福祉）
①見守り活動の状況について 《○集落聞き取り調査：問32～34》
○見守り活動について、「頻繁に行っている」が33.0％で、「たまに行っている」の9.9％を合わせると42.9％になっている。高齢化率が高い集落ほど、見守り活動を行っている割合が多い傾向にある。（問32）（⇒クロス集計㉑）
○約半数の集落では、見守り活動に対して「課題はない」と回答している。一方で、「見守りできる人が少ない」が22.3％、「必要性は感じているが、どうしてよいかわからない」が9.9％など課題をあげた集落もある。（問33）
○集落で見守り活動を行っていくために必要なこととして、「地域住民同士の支えあいによる見守り」が49.0％、次いで「行政、社会福祉協議会、地域連携包括支援センター、民生委員等の連携」が42.3％、「個別の訪問による対面での見守り」が26.3％となっている。（問34）
クロス集計㉑【見守り活動の実施状況（集落の高齢化率別）】：集落聞き取り調査 問32


②高齢者等の居場所 《○集落聞き取り調査：問36,37》
○集落内の高齢者や障害者の集いの場について、70.4％の集落が必要性を感じており、その大多数が「集会所等」をあげている。（問36）
○小規模多機能施設「あったかふれあいセンター」について、「利用したことがある」が15.0％、「知っているが利用したことがない」が37.5％となっており、認知度は52.5％に達しているものの、実際の利用は15％にとどまっている。（問37）
(10)道路等の生活基盤整備
《□世帯アンケート(個人)：問32》
□今後、行政に力を入れてほしいこととして、「道路の改良、整備、維持管理」が42.9％、「福祉、介護サービスの充実」が32.7％、「野生鳥獣被害対策への支援」が29.2％、「医療サービスの充実」が27.6％となっている。（個問32）
　4.3　集落の産業
(1)主要産業
①集落の主要産業の背景と現状・課題 《○集落聞き取り調査：問44～47》
○聞き取り調査を行った集落に最も多くの人が住んでいたのは、「昭和30年代」が50.3％で、主要産業としては「農業」となっている。（問44）
○当時の主要産業について、現在、85.2％の集落が「衰退している」と回答し、その理由として、「価格の低下」や「高齢化等による人口・世帯数の減少」などがあげられている。（問45）
○現在の主要産業も「農業」で、主要な作物は「米」、「生姜」、「柚子」、「ナス」などとなっている。（問46）
○主要産業の課題は、「価格の不安定・低下、収入減」や「後継者の確保」、「高齢化などによる作業困難」などとなっている。（問46）
○主要産業について、後継者が「いる」のは、「農業」で31.4％、「林業」で30.0％、「水産業」では25.9％にとどまっている。（問47）
【現在の主要産業別の後継者の有無】：集落聞き取り調査 問47


②今後の展望 《○集落聞き取り調査：問48,49、□世帯アンケート(個人)：問29》
○産業（生活の糧）の振興につながる資源（農水産物や観光）がある集落は27.9％となっており、その資源として、「食べ物」や「自然」、「観光資源」が多くあげられている。（問48）
○今後、集落での産業振興に必要なものとして、「担い手（人材）の確保」が50.5％で多くを占めており、次いで「資金の援助」が14.0％となっている。（問49）
□地域の産業や活性化に向けて活用できる資源として、「農産物」が23.7％で最も高く、次に「景色・名所等」が9.5％となっている。一方で、「無回答」が42.8％、「思いつかない」が26.8％となっており、地域の資源の活用については、あまり意識していない状況がうかがえる。（個問29）
(2)収入
《□世帯アンケート(個人)：問27》
□あと毎月いくらあれば経済的に満足できるかの問いに対し、「5～10万円程度」が23.7％で最も多く、「15万円以上」が18.1％、「10～15万円程度」が15.0％と続いている。「現状で満足」は15.4％にとどまっており、経済的に満足している人は少ない。（個問27）
□年齢別で大きな差はないが、20～30歳代では「5～10万円程度」が最も多く、40～50歳代では「15万円以上」が最も多い。60歳以上では、「5～10万円程度」が多くなっている。75歳以上では、「現状で満足」との回答が比較的多くなっている。（個問27）（⇒クロス集計㉒）
クロス集計㉒【経済的に満足できる、毎月あと必要な額（回答者年齢別）】
：世帯アンケート調査（個人） 問27




(3)農業
(農業従事者の現状) 《○集落聞き取り調査：問50、□世帯アンケート(世帯主)：問4～6》
○農業従事者のいる集落は79.2％を占めている。（問50）
□農地を保有している方のうち、その管理については、「すべて自家で耕作している」が52.9％と最も多く、次いで「大半は自家で耕作するが、一部管理できていない」が12.8％、「大半は自家で耕作するが、一部を他へ貸している」が11.6％となっている。一方で、「ほとんど管理できていない」が9.4％となっている。（世問4）
□農地を保有している方の不安としては、「後継者問題」が38.1％、「鳥獣被害」が25.8％となっている。（世問5）
□使っていない農地については、「作りたい人がいれば貸したい」が8.8％、「委託したい」が3.0％、合わせて11.8％が「貸す」ことを考えている。また、「日当たり、立地など営農条件の改善」が6.6％ある一方で、「そのまま置いておきたい」との回答も5.7％ある。（世問6）
(共同作業の実施) 《○集落聞き取り調査：問51,51-1》
○機械の共同利用や農作業の共同作業に「取り組んでいる」集落は22.7％で、「今後考えている集落」は9.5％となっている。（問51）
○取り組んでいない理由としては、「農業は個別完結すべき」が50.2％と最も多く、次いで「メリットがわからない」が11.8％、「取りまとめるリーダーがいない」が7.3％、「話し合いができていない」が6.3％となっている。（問51-1）
(協業化の実施) 《○集落聞き取り調査：問52,52-1》
○協業化についても、「既に取り組んでいる」集落は7.0％で、「今後考えている」集落は11.0％となっている。（問52）
○取り組んでいない理由としては、上記の共同作業の項目と同様に、共同作業のメリット以上に利害関係が生じることなどがあげられている。（問52-1）
(所得の向上) 《○集落聞き取り調査：問53,54》
○農業所得の向上のために必要な取り組みとしては、「有望品目の導入」が35.9％で最も多く、次いで「農産物等の加工の取り組み」が17.5％、「ハウス等の設置による園芸の導入」が15.8％と、様々な取り組みの必要性があげられており、そのために、「資金援助・補助金」や「専門的なアドバイス」が求められている。（問53,54）
(耕作放棄地) 《○集落聞き取り調査：問55～58》
○耕作放棄地の有無について、65.0％の集落で「ある」となっており、そのうち72.1％で耕作放棄地が増加傾向にあると回答している。（問55）
○耕作放棄地の解消に向けて取り組んでいる集落は24.9％で、取り組みの内容としては「農作物の生産」、「草刈り」、「農地の賃貸」があげられている。（問56,57）
○耕作放棄地を再生し、営農に活用するために必要なこととして、「人員の確保」や「運営資金の確保」などがあげられており、課題としては「条件の悪い農地であること」や「鳥獣被害」があげられている。（問58）
(4)林業
①管理状況について
(不在村地主となっている山林) 《○集落聞き取り調査：問59,59-1,59-3》
○不在村地主となっている山林が、「ある」と回答した集落が60.3％あり、このうち、56.5％の集落で「増えていると感じる、やや感じる」となっている。（問59,59-1）
○不在村地主となっている山林が原因で、伐採ができないことでの日陰解消や道路の見通し確保、山地災害の防止、作業道の開設が困難となっている。（問59-3）
(集落や周辺の植林の状況) 《○集落聞き取り調査：問60,60-1,60-2》
○手入れが行われていない植林を「よく見かける」が46.1％、「一部見かける」が23.3％、合わせると69.4％に及んでいる。（問60）
○手入れが行われていない植林の持ち主の46.9％が「集落内に居住」しており、手入れ不足の理由としては、「財産としての価値がない」が75.1％、「費用が掛かる」が62.2％、「自分の山に興味がない」が46.9％となっている。（問60-1,60-2）
(林業者の現状) 《□世帯アンケート(世帯主)：問7～9》
□世帯アンケートでは、山林の所有について、「所有している」が61.7％となっている。（世問7）
□山林の管理については、「特に何もしていない」が42.6％と最も多く、次いで「すべて自家で管理し、山林作業も自家で行っている」が31.6％となっている。（世問8）
□今後の山林の管理については、「自分で所有するが、そのまま放置する」が29.8％と最も多くなっている。（世問9）
□「そのまま放置する」理由としては、「手入れに費用かかる」が42.9％と最も多くなっている。（世問9）
②施業地の集約化について 《○集落聞き取り調査：問61,61-1、世帯アンケート(世帯主)：問10》
○山の手入れなどを進めるために、集落が話し合いまとまると感じるかについては、「まとまると感じる」が23.3％で、「既にまとまっている」の12.6％と合わせると35.9％の集落で「まとまる」と回答している。一方で、「まとまらない」が21.6％となっている。（問61）
○まとまらない理由として、「全員の協力が得られない」が57.1％と最も多く、次いで「道づくりの同意が得られない」が44.6％、「まとめるリーダーがいない」が42.2％、「不在村地主が多い」が34.7％と、様々な理由があげられている。（問61-1）
□世帯アンケートでは、「作業に使用する道を共同で作ることに関して、賛同できるか」について、「賛同できる」が49.6％と最も多く、次いで「わからない」が33.1％となっている。（世問10）
(5)漁業
《○集落聞き取り調査(漁村集落)：問1,3,5,6,8,9》
○後継者のいる漁業従事者は60.9％となっている。（漁問1）
○後継者を増やす対策として、「ＵＩターン者の積極的な受け入れ、その支援」が26.1％となっている。一方、「今後、漁業後継者を増やすのは難しい」が47.8％となっている。（漁問3）
○10年前に比べて水揚げが減っていると回答した集落が95.7％に及んでいる。（漁問5）
○水揚げなどを増やすために必要な対策として、「魚価の向上対策」が72.7％、「燃料高騰対策」が50.0％となっている。（漁問6）
○地元の雇用の場について、「あまりない」が39.1％で、次いで「水産加工場」が26.1％となっている。（漁問8）
○漁業以外の取り組みの有無について、「特になし」が60.9％、次いで「水産物の加工、販売（直売所）」が13.0％となっている。（漁問9）
○今後、漁業以外で取り組みたいこととして、「特になし」が56.5％、次いで「水産物の加工、販売（直売所）」が34.8％となっている。（漁問9）
５　調査結果から見えてきた課題と展望
集落代表者聞き取り調査、世帯アンケート調査から見えてきた課題等について、以下の4つの項目により整理する。

5.1　集落の活動

5.2　集落の生活（5.2.1生活環境、5.2.2安全・安心）

5.3　集落の産業

5.4　総合分析
　5.1　集落の活動
(1)集落の組織体制や人材、活動状況について
①集落内の人材
◆集落内の世話役（リーダー）やその後継者が存在すると回答した集落代表者が多い一方で、こうした人材がいないと回答した集落代表者も全体の約1/4程度存在し、将来を担う人材を地域で発掘し、育成していくための環境づくりが必要である。
②集落の会合
◆集落の会合は、ほとんどの集落で開催されているが、開催の頻度はあまり多くない。10年後も開催頻度は変わらないとの見通しが多いことから、人口や世帯減少、高齢化が進行する中にあっても、集落運営に必要な会合は続けていく集落が多い。

◆全体としての会合への参加状況は高いが、女性や若者（特に、20歳代～40歳代層）の参加が少ない。

③活動団体
◆約6割の集落では、集落内の活動団体が存在しないと回答しており、自治活動以外の地域活動の広がりや新たな展開が出にくい環境にあると考えられる。

◆特に、青年団等の若者を主体とした活動は低調となっており、今後の担い手となる若い世代の活動の再興に向けたリーダーの育成や、県内でのネットワークづくりが急務になっている。
④集落活動
◆集落代表者からの聞き取り及び個人アンケートから、集落活動に対する住民の方の意識は高く、ほとんどの方が集落活動に参加又は協力的であることがうかがえる。

◆また、集落の共同作業など、体力を要する作業等については、比較的若い世代の参加率が高いが、年齢が高くなると、体力的な理由から集落活動に参加できない現状がある。特に、高齢世代の多い集落では、その活動の維持が課題であり、集落活動を担う若い世代の参加が必要と考えられる。
(2)集落の将来像
◆人口や世帯の減少、高齢化がさらに進み、10年後には集落が衰退または消滅すると予想している集落代表者が約75％に及び、集落の維持、存続への不安、危機感を持っている。このため、集落の維持、再生に向けたこれまで以上の対策を講じていく必要がある。
(3)活性化に向けた取り組み
◆活性化に向けて必要なことは｢住民のやる気、意欲｣、次いで「近隣の集落との連携」と「若者の力」「リーダーの存在」など、住民の方々の意識、連携や人材をあげる集落代表者が多いことから、住民の皆様のやる気を喚起する仕掛けや環境づくりが必要である。

◆また、都市部との交流や特産品づくりに既に取り組んでいる、今後取り組みたいと回答した集落代表者もあり、こうした集落の動きに対するサポートが必要である。
◆集落の活動や行事においても、既に近隣集落との連携している集落が多いことから、小規模集落が単独で取り組みを行うことが困難な場合でも、近隣集落との支え合いや連携による取り組みに注目していくことが必要である。

◆具体的には、「集落資源を生かした集落に収入が入る取り組み」や「イベント行事などの人との交流の取り組み」が最も効果的だと回答しており、こうした取り組みに対しての支援策が今後、求められている。

(4)地域に対する思い
◆地域（集落）への愛着を感じていると回答した集落代表者が93％、また、個人アンケートでは、住み続けたいと考えている方が76.7％あり、地域への思いの強さが鮮明となった。

◆こうした思いに応えるためには、住民の皆様がそれぞれの地域で引き続き暮らしていくことができる環境づくりを進めることが急務となっている。
(5)地域の自慢、資源
◆地域の「誇り」や「自慢」として、「文化、芸能」や「歴史的なもの」よりも、「住みやすい環境」や「自然や景観」といった“自然環境”や、「人情」や「地域のまとまり」といった“人の絆”や“結びつき”をあげる集落代表者や住民の方が多いことが明らかになった。
◆地域の資源については、「無回答」や「思いつかない」といった回答が多い一方で、活用できる資源として農産物をあげる方が多く、今後こうした資源を発掘し磨き上げることで、地域の潜在力を引き出す方策が必要と思われる。
(6)移住促進
◆空き家があると回答した集落は全体の4割を超え、またＩターン移住者の受け入れに対しても、約7割近くが受け入れの意向があったことから、空き家の有効活用と同時に移住者の受け入れ態勢を充実する必要がある。
◆一方、集落出身者との交流行事があると回答した集落は全体の約3割にとどまっており、集落再生のためには、集落出身者の関わりが重要であることから、今後、交流促進に向けた対策を講じる必要がある。
　5.2　集落の生活
　　5.2.1　生活環境
(1)移動手段の確保
①自家用車を使った有償運送制度について
◆地域別に交通の実情が違うため、全ての集落で自家用車を使った有償運送制度が有効な手段とは限らないことや県内での事例が少ないことから、制度を知っている集落代表者は35.3%にとどまっていると考えられる。

◆約1割の集落代表者が制度の必要性を認識しており、そのうち実施したいとの回答が約4割あることから、この制度の導入を含め、公共交通や乗合いタクシーなど、地域の実情に合わせた移動手段を検討していく必要がある。
②移動手段について

◆住民の移動手段として、年齢、性別にかかわらず自家用車での移動がほとんどであるが、75歳以上の高齢者になると、自分で運転する方が減少することから、今後さらに、地域の状況やニーズを把握し、公共交通等の移動手段について地域ごとに検討することが必要である。

(2)生活物資の確保
◆集落内に食料品等を扱う商店がなく、同じ市町村内の中心部にある商店を利用していることが多いことから、車を運転できない高齢者等や、今後、高齢により自らが運転できなくなった場合の「移動手段の確保」が重要である。
◆また、移動販売の利用、家族や親せき・近隣の方への依頼により、生活物資を確保するケースもあることから、定期的な高齢者等の見守りなどとも併せて「移動販売の存続・充実」や「近隣の集落で生鮮食品が購入できる環境整備」など、地域の実情に応じた取り組みを進める必要がある。
(3)飲料水の確保
◆飲料水を確保していくうえでの課題として、「施設の維持管理」や「高齢化等による管理人員の不足」との回答が上位を占め、今後、施設を維持、管理してくための「人」の確保が重要であることが浮き彫りとなっている。また、施設維持管理を軽減できる施設整備の手法等についても検討が必要である。
◆この他、約3割の集落が「水源の枯渇」、約2割の集落が「施設の老朽化」を訴えており、現在の県の支援制度を継続することで飲料水を確保することが必要と考えられる。
(4)情報通信の整備
◆ブロードバンドや地上波デジタル放送など情報通信基盤については、一定の整備が進んだことで、山間部での受信状況が改善され、約半数の集落が「特に問題なし」としているものと考えられる。
◆一方で、「ラジオ」や「携帯電話」の受信状態が悪いとの回答も多く、生活の利便性の問題にとどまらず、防災上も問題であるため、通信や放送事業者とも連携を図りながら、対策を講じることが必要である。
(5)野生鳥獣による被害対策
◆全体の9割を超える集落で、野生鳥獣による農林業被害があると回答していることから、県内全域で広範囲に被害が広がっていることが明らかになった。また、農林業被害のみならず、日常生活にも及んでおり、より深刻化していることから、抜本的な対策が必要である。

◆シカやイノシシ、サルの他、カラスなどの鳥類やその他の小動物の被害も多く、様々な対策を講じることが必要である。
◆現在、「捕獲対策」や「防護柵の設置」が多くの集落で実施されているものの、被害は年々増加しているとの回答があり、また、集落ぐるみの取り組みがあまり進んでいない実態も明らかになったことから、今後、効果的な対策が急がれる。
　　5.2.2　安全・安心（福祉、健康、医療）
(1)福祉（高齢者、障害者福祉）
◆約半数の集落では、見守り活動に対して「課題はない」と回答している一方で、「見守りできる人がいない」といった人手不足の問題や、集落のつながりの薄さなど住民同士の支え合いの弱まりを課題にあげている回答もあった。

◆日頃顔を合わすことがあっても、昼間は仕事で若い世代がいない、夜間は一人暮らしの方への対応が難しいなどの声もあり、地域の支え合いの取り組みの充実に向け、それぞれの地域に応じた対策が必要と考えられる。
◆集落内での高齢者等の「集いの場」の必要性を感じているものの、その拠点となる小規模多機能施設「あったかふれあいセンター」についての認知度や利用状況は低く、「あったかふれあいセンター」の利用促進に向けた取り組みが必要である。

(2)防災対策
◆集落での防災の備えとして、山地が多い本県では、地震や風水害でも集落が孤立することが考えられることから、孤立時の物資や医療に対する支援を望む傾向が強い。
◆消防や警察との連携は行っているが、近隣集落や地域の事業者などとの連携が少なく、行政以外との関係を深めていく仕組みづくりが必要である。

(3)防犯対策
◆集落の約4割が、悪質な訪問販売や振り込め詐欺などの不審な電話の情報を有しているものの、その約6割が市町村や警察へ知らせていないとの回答であった。
◆それぞれの地域で、円滑かつ迅速に被害の実態を把握し、消費者被害につながる情報を地域で共有するとともに、関係機関と連携して被害防止に取り組んでいく仕組みづくりが必要である。
　5.3　集落の産業
(1)集落の主要産業
◆多くの集落では、昭和30年代が繁栄のピークであり、主要産業は、「農業」と「林業」だったとの回答であったが、現在は、「農業」又は「勤め人」が多く、一次産業、特に「林業」の衰退が顕著である。
◆農業をはじめとした地域の基幹産業の最大の課題は、「担い手の確保」である。一次産業を主要産業と答えた集落代表者のうち約6割が「後継者がいない」と回答している。また、産業振興に必要な要素として、約半数が「担い手（人材）の確保」と指摘しており、産業人材の育成、確保に向けた施策の充実、強化を図ることが急務である。

(2)収入
◆個人アンケートでは、「1か月の収入額」に関して、ほとんどの住民の方が現状の収入には満足していない。不足額については、「月5～10万円程度」が最も割合が大きくなっており、また、働き盛りの「40歳代」や「50歳代」では、「月15万以上」の回答の割合が最も高くなっている。

◆高齢者では、『日頃、生活で不安や悩みに感じていること』として、経済的な不安、悩みが挙げられていることから、地域の資源や強みを生かした「加工品づくり」など、それぞれの地域の実情に応じた「小さなビジネスの仕組み」を推進することによって、収入アップに繋げていくことが必要と考えられる。
◆若い世代が、継続して一定の収入を得ることができるよう、地域の潜在力を引き出し、「産業振興計画（地域アクションプラン）」における、中山間地域の産業づくりを、強力に推進していくことが必要である。
(3)農業
◆農家間では、集落を基本とした営農の話し合いが行われていない、又は、できない状況であることが明らかになった。これは、農家の高齢化に加えて、若い世代が就農できるような有望品目がないため、話し合いの糸口が見えないことなども、要因として考えられる。
◆また、共同作業等への質問に対するアンケート結果からは、本県で進めている集落営農の考え方（省力・低コスト化、営農の高度化、担い手確保等）への理解が、進んでおらず、今後とも引き続き、粘り強く集落営農の必要性、有効性を周知していく必要がある。
◆農作業は、個別完結すべきとの回答が最も多く、農業を続けられなくなった場合には、耕作放棄や、農業生産力の低下につながると考えられる。このため、集落での話し合いを通じて、集落で農地を守る、農地の有効活用を考えるなど、集落営農のメリットや必要性を理解していただく取り組みを引き続き積極的に進めていく必要がある。
◆必要な施策として、技術指導の重要性も示されており、資金面と人的な支援を合わせて実施することが必要だと思われる。
◆耕作放棄地への取り組みの状況と「農作業は、個別完結すべき」との回答を考え合わせた場合、農業を個人の経営で行うことの限界もあることから、中山間地域の農業を守るために、農業を希望する方に農地を引き継ぐことが必要であり、その手段として、集落で話し合い集落の農地を守る集落営農の考え方の定着が必要である。
(4)林業
◆売買を通じて森林の集約化を期待することができるが、一方で相続は森林の所有が分散し、零細化する大きな要因となっている。森林所有者が特定できなくなる可能性があることから、早急に地元森林組合等が策定する森林経営計画などで集約化（経営委任を含む）に取り組む必要がある。
◆手入れ不足の森林について、その所有者の約6割は市町村内に居住しており、地元森林組合等の集約化の活動を支援し、取り組みを推進することで、施業につながる可能性がある。一方で、森林整備に必要な作業道が開設できない場合や、所有者に連絡が取れない場合は、地元森林組合等でも取り組みを進めることが困難であると想定される。
◆植林の手入れを促進するため、施業の集約化や作業システムの効率化、補助事業の活用により、森林整備コストを低減させ、森林所有者の負担を軽減することが必要である。
◆施業地の集約化のためには、元森林組合の森林施業プランナー等がリーダーとなって、施業提案に取り組み地域、森林をまとめる必要がある。また、全員の協力が得られるような提案方法の確立と提案者の技術的な向上も必要である。
(5)漁業
◆後継者の確保が、大きな課題となっており、ＵＩターン者を含め、新規就業者の確保に向けた支援策が必要であると考えられる。
◆今後も漁業を続けていくためには、魚価の向上対策や燃油高騰対策とともに、魚礁などの生産基盤の整備や栽培漁業の推進など幅広い施策を展開していく必要がある。
◆漁村集落において、水産加工場や体験型施設は貴重な雇用の場であり、雇用の場を創出するなど、若者の流出に一定歯止めをかけていく必要がある。
　5.4　総合分析



(1)人
地域内に「リーダー」や「後継者」が存在すると回答した集落が多かったが、その一方で、こうした人材がいない集落も全体の1/4程度存在する。
集落の代表者の一番の課題、悩みとして、「集落長のなり手がいない」や「後継者がいない」といった意見が多い。さらに、地域の活性化に不可欠な要素として、「集落の若者の力」や「リーダーの存在」といった意見も多いことから、地域の再生や活性化には、「人材の確保」が重要である。
地域外からのＩターン移住者についても、3割を超える集落が既に受け入れており、さらに、全体の約7割近くの集落が、地域や集落の活性化等の理由から、地域外からＩターン移住者の受け入れを希望している。
県の人口動態予測では、今後とも、人口減少や高齢化の進行が予測されており、中山間地域の集落を支えていくためには、地域の活動を担っていく「人材」の存在は欠かすことができない。
こうしたことから、今後、地域内の若い世代をはじめとした、地域の将来を担う人材の発掘や、そうした人材を育成し、活用していくための施策を講じるとともに、地域外の人材の導入を促すための仕掛けや環境づくりを併せて進めていくことが急務である。
(2)絆（集落内の結びつき、繋がり）
今回の調査によって、集落内の住民の方々の絆の強さをあらためて確認することができた。
◆「集落への愛着」
集落代表者への聞き取り調査で、「強く感じていると思う」と回答した集落が64.8％、「多少感じていると思う」と回答した集落の28.2％を合わせると、9割を超える集落が地域への愛着を感じている。

◆「将来の居住」
土地への愛着や近隣との繋がりなどを理由に、約7割の住民の方が、引き続き集落に住み続けることを希望している。
◆「集落の誇りや自慢」
半数近くの集落が、「人」、「人情」や「人の繋がり、まとまり」を地域の財産と感じている。
◆「集落活動が困難になった場合の対応」
約6割の集落が「一部を断念しても自分たちだけで続けたい」と回答しており、“地域の絆”や“結びつき”を大切にしている。
集落の結びつきや繋がりといった「絆」や「集落への誇り」は、集落への定着につながり、集落の維持、再生の鍵となる。このため、県は、これまでも、祭りや伝統文化など、地域の誇りや愛着を醸成する地域づくり活動について、人と資金の両面で支えてきており、今後とも、こうした支援策を継続する必要がある。
(3)ネットワーク（近隣地域との連携）
10年後の集落の姿について、不安や危機感を持っている集落が7割を超えており、特に小規模な集落では、自分たちの力だけで集落活動を維持していくのが困難な状況にある。
今後、人口や世帯の減少が予想される中、近隣集落との連携といった視点が重要になっている。
地域外との連携（繋がり、結びつき）について、住民の方々の意向としては、次のような結果になっている。
◆「近隣集落との連携」
祭り等の行事や交流事業について、「既に行っている」集落が76.7％で、「今後行いたい」と答えた集落が17.5％あり、合計、94.2％が集落連携に前向きに取り組む意向を持っている。
◆「活性化に向けた効果的な取り組み」
「近隣集落との連携」と回答した集落が最も多く、多くの集落で、近隣集落との連携により集落を再生したいという意向を持っている。
◆「活性化として取り組むための必要なもの」
集落の活性化のために必要なものとして、2番目に「近隣集落の協力」という回答が多く、近隣集落との連携に活路を見出したいと考えている集落が多い。
◆「今後、共同作業や行事等が継続できなくなった際の対応」
集落以外の人達に依頼する場合には、「近隣の集落にお願いしたい」といった意向が強く、共同作業や行事等の維持のために、近隣集落の応援を求めている。

こうした住民の方々の意向を踏まえ、それぞれの集落が、近隣集落等との連携により、集落の維持、再生することができる計画的な枠組みづくりを、県、市町村、地域住民の皆様とともに考え、それを進めることが重要である。

６　今後の施策の方向性
(1)中山間地域の維持、再生に向けた対策の抜本強化
県が目指す方向
今回の集落実態調査を通じて、地域の担い手不足をはじめ、集落活動の衰退や生活環境の悪化など、中山間地域を取り巻く状況は厳しさが増している実態が、県内全域でかつ詳細に明らかになった。
また、地域の将来について「地域の資源や強みを生かしたい」といった思いや、「近隣集落と連携に活性化の活路を見出したい」といった思いなど、集落の再生に意欲的な集落も数多く存在していることもわかった。
こうした集落や住民の方々の思いに応えるためにも、まずは地域の思いを第一に考え、住民の皆様が安心して暮らし続けることができる手立てを、しっかりと講じることが不可欠である。
今回の集落実態調査の結果を踏まえて、将来にわたり、中山間地域で安心して生き生きと暮らしていくために、どういった施策をどのように展開していくかを、それぞれの地域や市町村と情報を共有し、ともに考え、一丸となって課題解決に向けて取り組むことが重要である。
こうした考えのもと、中山間対策を抜本強化し、今後、次の2つをポイントにして、総合的に取り組みを推進する。
　
ア．これまで実施してきた施策の一層の充実、強化
（一人ひとりの暮らしを支える取り組みの推進）
◆「生活を守る」と「産業をつくる」の2つを柱に、これまで取り組んできた施策を土台に、集落調査で把握した地域の実態や住民の皆様の意見を踏まえ、それぞれの施策の充実、強化を図る。
◆まず、「生活を守る」ための施策では、道路等の整備はもとより、移動手段の確保や飲料水や生活物資の調達、あるいは情報基盤の整備など、課題や要望として挙げられた生活環境づくりに重点的に取り組む。
◆また、今回の調査により、被害の実態の深刻さがより鮮明になった「鳥獣被害への対策」の抜本強化を図る。

◆さらに、高齢者や障害者が、日々、安心して、安全に暮らしていくために、高齢者等の見守りなどの仕組みづくりをはじめ、小規模多機能施設「あったかふれあいセンター」の整備や介護サービスや障害者福祉サービスの充実に取り組む。
◆加えて、地域の医療資源（病院、診療所）の確保やへき地治療の推進など、医療提供体制の充実を図るとともに、在宅生活を支える医療、介護、福祉の連携体制づくりを推進する。
◆一方、「産業をつくる」の政策としては、中山間地域の基幹産業となっている第一次産業の推進に全力を挙げて取り組むとともに、建設業の新分野進出に向けた新たなビジネス展開の取り組みを支援していく。
◆また、地域の加工品づくりなど、高齢者等の所得の向上に繋がる「小さなビジネス」の推進や、日照時間や年間降水量などの豊富な新エネルギー資源など中山間地域の強みを生かした産業づくりにも対応していく。
◆さらに、地域の観光資源のさらなる磨き上げや、全国に通用する観光拠点づくり、地域の観光を担う人材の育成に取り組む。
◆こうした「生活を守る」、「産業をつくる」を大きな柱に、それぞれの担当部局を通じて施策を展開し、一人ひとりが、中山間地域で引き続き暮らしていくことができる環境づくりを進める。
　
イ．１０年後を見据えた新たな視点での施策の構築
（「絆」のネットワークの構築による集落の維持、再生）　　　
◆今回の調査では、10年後には、一部の集落が消滅するなど、将来にわたり、中山間地域の集落の衰退を危惧する声が多く寄せられている。
◆中山間地域では、人口減少や高齢化がさらに進み、地域の課題がより多様化、複雑化していく中、これまでのように、生活、福祉、医療、産業、防災など、それぞれの分野で個々に施策に取り組むだけでは、中山間地域の暮らしを守っていくことが困難になっている。
◆今後は、こうした取り組みに加えて、市町村、住民団体、住民の皆様と連携を図りながら、それぞれの人や組織が一体となって地域（集落）ごとの課題解決にあたる仕組みである「中山間を支える絆のネットワーク」を構築して、それぞれの実情にあった対策を総合的に進めていく。
◆そのため、地域（集落）ごとで、活動を支えるための拠点づくりを行い、地域の絆の構築と住民相互の支え合いの仕組みづくりを進めるなど、10年後を見据えた集落対策の強化を進め、集落の維持、再生を図ることができる基盤づくりを行う。
（人材の活用によって中山間地域の潜在力を引き出す）
◆今回の調査では、地域において、地域活動や産業づくりの人材が不足していることや、地域の活性化を図っていくためには、「人材」が欠かせないと感じていることも明らかになった。
◆また、中山間地域には、海、山、川の自然環境などが多く存在し、そうした資源に対して、住民の方々も、愛着を持ち、自慢や誇りに感じている。さらに、それらを有効活用することにより、地域を活性化したいと考えている地域もあった。
◆こうしたことから、地域の人材の有効活用と、地域外の人材の導入を効果的に行いながら、十分に活用されていない資源を再発見するなど、潜在力や可能性を引き出すための施策づくりを進めていく。
(2)庁内の推進体制の充実、強化
こうした中山間対策を進めていくためには、県庁内組織の推進体制をこれまで以上に強化させ、次の2つの対策を講じる必要がある。
庁内の推進体制の強化
◆各担当部局が推進している個々の施策の情報共有や庁内調整を行う「中山間総合対策本部」の機能強化を図る。
◆具体的には、知事を本部長とし、個々の施策のみにスポットを当てるのではなく、それぞれの地域でどのような対策が求められているのかを、全庁が一丸となって議論をする場とする。
個々の分野としての「点」の施策から、地域から見た「面」の横断的な施策へ転換
◆中山間総合対策本部内に重点施策ごとのプロジェクトチームを設置し、課題解決に当たるとともに、市町村をはじめ、地域団体、地域の住民の皆様との意見交換や情報共有の場を設ける。
◆中山間地域の対策に見識を有する方や、それぞれの地域で取り組みを進めている住民の皆様との協議の場を設置する。
７　おわりに
（今後の調査結果の活用）
①地域へのフィードバック
今回の集落調査に協力していただいた集落の皆様に対し、調査結果をフィードバックし、これからの地域の活性化に向けた集落活動の参考にしていただく。
②市町村へのフィードバック
各市町村に対し、調査結果をフィードバックし、情報共有を図ることにより、今後の市町村において、地域活性化の施策の検討や集落対策を進めていく行う上で活用していただく。
また、市町村がそれぞれの集落の課題や思いを把握することで、集落や地域に応じたきめ細やかな集落対策を推進するための足掛かりとしていただく。
③庁内での情報共有
調査結果について、各担当部局と情報共有を行い、福祉、交通、防災、産業など、中山間対策にかかる分野の施策に活かしていく。
④国への提言
中山間対策において、市町村や県だけでは対応できない事案に関しては、国に対して政策提言を行っていく。
今後、一昨年に延長された過疎地域自立促進特別措置法の中間時点での検証が行われることから、今回の調査で得たデータ等の結果を効果的に活用して、本県の過疎市町村の実情が法に反映されるように、積極的に提言していく。






表2【全国の高齢化率
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世話役の有無は大差ないが、世話役の後継者につては10世帯未満の集落で「いない」が増える。
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高齢化に合わせ、男女での差が大きくなる。
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